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本研究は，筆者が開発した，回転慣性による質量効果と MR 流体による可変減衰効果の 2つを狙い

とする振動制御装置，MR 回転慣性ダンパーによる応答制御に関する研究である．固有周期 4秒の

免震建築物モデルを対象とし，周波数領域における伝達関数および地震動に対する時刻歴応答の

観点から検討を行い，慣性質量およびセミアクティブ制御の効果について論じている．周波数領

域における検討から，質量比と減衰比のトレードオフ関係をパッシブ制御では解消できないこと

を示し，スカイフック方式を採用したセミアクティブ制御により，課題の解決を図っている．ま

た，時刻歴応答における検討から，慣性質量効果を取り入れたセミアクティブ制御は，床応答加

速度を抑制しながら，免震層の応答変位を低減するのに有効な制御法であると結論付けている．    

 

 

１．はじめに 

 

近年の地震学の進歩は著しく，1995年兵庫県南部地震以降，

全国の活断層調査，堆積平野の地表から地下の基盤までの地

下構造調査，全国の数千ヶ所にわたって強震計を設置した地

震動観測などが実施され，震源特性や伝播特性，増幅特性の

解明が進んでいる．1995年兵庫県南部地震，2004年新潟県中

越地震，2007年新潟県中越沖地震などの調査研究から，内陸

（型）地震の断層近傍の地震動には継続時間は短いものの，1

～2秒周期の大きな振幅のパルス波が含まれることが明らか

になった．その過程では，従来の建築基準法の水準を大きく

超える地震動も数多く観測され，2011年東北地方太平洋沖地

震を契機に，地震動予測研究は起こり得る最大級の地震動予

測へと，建築物に対しては地震後の速やかな再使用に向けた

対応策策定へと変化し，社会はより安全より安心を求めるよ

うになった．特に，建設地近傍や直下で起こる地震は建築物

に与える影響が大きく，活断層による地震としては，大阪の

上町断層や東京の立川断層などによる地震の発生が懸念され

ている．また，関東平野では首都圏の直下で起こるプレート

境界地震も懸念されている．このような地震は規模がさほど

大きくないものでも，建設地に近いために非常に大きな地震

動となり，建築物に与える影響も大きい．大阪では2006年に

大阪府自然災害総合防災対策検討委員会より大阪府市予測波

が公表されており，それに基づき，一般社団法人 日本建築構

造技術者協会（以下，「JSCA」という）関西支部を中心とす

る「大阪府域内陸直下型地震に対する建築設計用地震動及び

設計法に関する研究会」により，その地震動に対する設計法

に関する検討

1)
も行われている．また，首都圏直下地震に対

しては文部科学省で関東地方各所の予測波が公表されている． 

一方で，一般的な免震建築物における応答変位のクライテリ

アは設計で想定するレベルの地震動に対し，40～50cm程度とす

る場合が多く，擁壁とのクリアランスとしてさらに20～30%程度

の余裕をとり，60cm程度に設定される場合が多い．しかしなが

ら，前述のような従来の設計で想定されていた振幅レベルを大

きく上回る地震動に対しては，免震建築物の安全性が脅かされ

る可能性がある．内陸（型）地震の断層近傍で発生するパルス

性地震動によっては，免震層の過大な応答変位により，擁壁へ

の衝突による建築物躯体やExp.Jの部分的損傷，過大変位による

免震部材の破断や圧壊，座屈による支持能力の損失なども懸念

される．このような免震層の過大変形を抑制するために，ダン

パー量をいたずらに増加させた場合には，床応答加速度が上昇

して免震建築物の長所が損なわれてしまうことも考えられる． 

以上のような背景から，免震層の応答変位を低減しながらも

床応答加速度の上昇を抑制することを目的として，免震建築物

にセミアクティブ制御の考え方を導入したセミアクティブ免震

に関する研究

2), 3), 4)
が行われている．セミアクティブ制御は，外

部からの供給エネルギーが少なく，制御を実装するハードウェ

ア装置自体はパッシブ方式でありながら，パッシブ制御だけで

は実現できない制御効果が期待できる．本論文においては，前

述のような建築基準法の水準を大きく超える地震動に対して，

セミアクティブ制御により床応答加速度を抑制しながら，免震

層の応答変位を低減する制御方法を提案する．このとき，近年

我が国で精力的に研究が進められている慣性質量機構による入

力低減効果および変位抑制効果

5)
を基に，その効果をセミアクテ

ィブ制御で適切にコントロールする方法について論ずる． 

 

２．セミアクティブ振動制御装置 
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本研究で想定するセミアクティブ振動制御装置は，回

転慣性質量による見かけの大きな質量効果を利用した慣

性質量ダンパーに，磁気粘性流体（以下，「MR 流体」と

いう）を組み合わせたセミアクティブ振動制御装置

6)
（以

下，「MR 回転慣性ダンパー」という）である．構造概略

図を Figure 1に，各要素の復元力特性のモデルを Figure 2

に示す．MR 回転慣性ダンパーの出力発生部は，主にボ

ールねじとボールナット，フライホイール（付加質量）

および MR 流体と磁場発生機構（電磁石）で構成されて

いる．ボールねじとボールナットにより直線運動が回転

運動に変換され，ボールねじの先に取り付けられたフラ

イホイールが回転することにより回転慣性力が発生し，

回転慣性力により増幅された質量効果が，ボールねじを

介して直線運動として伝達され，軸方向加速度に比例し

た慣性力 md が出力される．また，フライホイールが回転

することで，フライホイールとケース間の相対変位から

せん断速度が生じる．これにより，慣性力と同時にフラ

イホイールの周囲に充填された MR 流体自体のせん断流

れによる粘性減衰係数 cd を得ることができる．MR 流体

を封入しているケースには磁場発生機構が取付けられて

おり， MR 流体に作用する磁場の強さを変えることによ

ってMR流体の降伏応力による抵抗力 fMRを任意に設定し，

cd による減衰力に加算できる仕組みとなっている． 

 

３．周波数領域における検討 

 
Figure 3に示すような 1質点系非減衰振動モデルに MR

回転慣性ダンパーを付加した場合の振動特性を伝達関数

の形で整理し，その応答制御効果について考察する．な

お，対象モデルは免震建築物を想定し，構造体の固有振

動数は 0.25Hz（固有周期 4 秒）に設定している．構造体

の絶対変位を x1，支持部の絶対変位を x0とすると，Figure 

3 の対象モデルにおいて，支持部が加振される場合の振

動方程式は Eq.(1)で表される．なお，振動方程式は絶対

座標系とし，入力（加振）に対する出力（応答）の伝達

関数は，構造体に対する質量比µや減衰比ζ，固有振動数

比λにより無次元化することで一般性を持たせている． 

MR 流体による可変減衰力 fMRは構造体質量 M と慣性質

量 mdとの和の 5%としている．これは免震建築物の上部

構造重量に対する免震層降伏せん断力の比αs
7)
を意図し

ており，一般的な免震建築物ではαs=3%程度とすること

が多い

7)
が，本論では建築基準法の水準を大きく超える

地震動を想定しているため，αs=5%として一般的な値よ

り大きく設定した． 

                         (1) 

3. 1 パッシブ制御による場合 

パッシブ制御による場合，Eq.(1)の第 5項，MR 流体に

よる可変減衰力 fMRは 0となり，構造体の絶対変位 x1，支

持部の絶対変位 x0の初期値を 0 とおいてラプラス変換す

ると，Eq. (1)は複素数 sを用いて次のように表される．な

お，X1, X0は構造体および支持部の変位の複素振幅を表す． 

              (2) 

Eq.(2)から，入力に対する出力の伝達関数 X1/X0を求め， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 1 Structural sketch of “MR rotary inertia damper” 

 

 

 

 

 

 

(a) Inertia    (b) Viscous damping  (c) Variable damping 

Fig. 2 Restoring property 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3 Analysis model 

 

s=jω（j は虚数単位，ωは円振動数）とおき，質量比µや減

衰比ζ，固有振動数比λにより無次元化し，Eq.(3)を得る． 

(3) 

 

これより，加速度伝達関数は分母分子をω2
で除して｜X1/ 

X0｜，変位伝達関数は｜(X1- X0)/X0｜と以下に表される． 

(4) 

 

(5) 

 

Eqs. (4)と(5)より，質量比および減衰比を変化させた場合

の加速度伝達率と変位伝達率を Figure 4に示す．図中の

黒線は質量比 0で一定として減衰比を 0.10, 0.30, 0.50と

変化させた場合，図中の赤線は減衰比 0.10で一定として
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質量比を 0.05, 0.10と変化させた場合である．Figure 4(a)

より，質量比が一定の場合，共振周波数（λ=1）近傍では

減衰比が大きいほど，加速度伝達率は小さくなる．これ

は Figure 4(b)の変位伝達率においても同様である．しか

しながら，高周波数領域λ = 2  程度以上の範囲において

は，減衰比が大きいほど，加速度伝達率は大きくなる．

一方，減衰比を一定として質量比を変化させた場合，共

振周波数より高周波入力域で変位伝達率がやや小さくな

る．特に，λ = 2程度以上の高周波数領域においては，

加速度伝達率に大きな変化が見られる．Figure 4(a)の加速

度伝達率において，例えばµ=0.00, ζ=0.50の場合と，µ=0.05, 

ζ=0.10の場合を比較すると，λ= 2程度以上の領域におい

て，λ=20程度の範囲まではµ=0.00, ζ=0.50よりもµ=0.05, 

ζ=0.10 の場合の方が加速度伝達率を小さくすることがで

きる．逆に，λ=20 を超えるとµ=0.05, ζ=0.10の場合の方

が加速度伝達率は大きくなってしまうが，適切な質量比

を取ることにより，減衰比を大きく取るよりも加速度伝

達率を効果的に小さくできる周波数領域が存在すると考

えることができる．本論の対象モデルの固有周期は 4 秒

としているため，0.2秒～2.8秒（λ= 2～20）程度の周期

帯がこの範囲に該当する．しかしながら，共振周波数近

傍においては，質量比の変化のみでは加速度伝達率に大

きな変化は見られず，加速度伝達率を低減させるには，

減衰比を大きく取る必要がある．しかし，減衰比を大き

く取ると前述のように，λ= 2程度以上の範囲で加速度伝

達率が大きくなる．また，減衰比が等しい場合の質量比

による効果を，例えばµ=0.00, ζ=0.10と，µ=0.05, ζ=0.10

の場合における加速度伝達率の観点から比較すると，

λ> 2 で加速度伝達率が相対的に小さくなる周波数領域

は上限がλ=7 程度までと狭くなる．このように，加速度

伝達率および変位伝達率において，質量比および減衰比

を調整することにはそれぞれ一長一短があり，パッシブ

制御による場合はこれらのトレードオフ関係を，想定す

る外乱の周波数特性を考慮し，適切に調整する必要があ

る． 

3. 2 セミアクティブ制御による場合 

前節におけるパッシブ制御時の質量比および減衰比の

トレードオフ関係を踏まえ，セミアクティブ制御により

これを解決する方法を提案する．地震動に対する応答制

御にあたって，主に加速度伝達率の観点から，質量比ま

たは減衰比の調整を先に行った場合，それぞれのトレー

ドオフ関係は，以下のように整理できる． 

① 質量比を優先して調整する場合，適切な質量比を取

ることにより，加速度伝達率および変位伝達率が共

に小さくなる特定の周波数の範囲が存在する．減衰

比が小さい方がこの範囲は広い．しかし，減衰比が

小さい場合は減衰比が大きい場合に比べて共振周

波数近傍での伝達率が大きくなる． 

② 減衰比を優先して調整する場合，減衰比を大きく取

ると，共振周波数近傍での加速度伝達率および変位

伝達率が共に小さくなる．しかし，高周波数領域

λ= 2以上の範囲で，加速度伝達率が大きくなる． 

セミアクティブ制御による上記の解決方法を考える．

①の解決方法としては，適切な質量比および減衰比の組 

 

 

 

 

 

 

(a) Acceleration           (b) Displacement 

Fig. 4 Transfer function on passive control 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5 The principle of skyhook control 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Acceleration           (b) Displacement 

Fig. 6 Transfer function on semi-active skyhook control 

 

 

 

 

 

Fig. 7 Switching rule by skyhook control 

 

み合わせを取り，セミアクティブ制御により，共振周波

数近傍での伝達率を小さくすれば良い．②の解決方法と

しては，適切な減衰比を取り，セミアクティブ制御によ

り，λ= 2以上の高周波数領域での加速度伝達率を小さく

すれば良い．本論では，慣性質量による質量効果を取り

入れることを前提として，①の解決方法に関するセミア

クティブ制御について，以降に論ずることとする．セミ

アクティブ制御方式の基本的な考え方は，フルアクティ

ブの制御力を与えるシステムを仮定し，まず理論的検討

を行い，セミアクティブで再現できる力のみを出力する

ものである．そのため，周波数領域における制御系の検

討はアクティブ方式として議論を進める．制御系の検討

において，前述①の共振周波数近傍で伝達率を小さくし，

かつ高周波数領域における伝達率を悪化させない方法と

して，スカイフック方式を採用する．スカイフック方式

は，Figure 5に示すように，絶対静止点に構造体質量 M
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をダッシュポット，あるいは，ばねにより連結し，ダッ

シュポットの減衰係数またはばね定数を大きく（極論す

ると無限大に）することにより，支持部の外乱の大小に

関わらず，構造体質量 M を常に絶対静止することを意図

したものであり，前者はスカイフックダンパー，後者は

スカイフックスプリングと呼ばれている

8)
．アクティブ

制御によるスカイフック方式の場合，Eq.(1)の第 5項，可

変減衰力の項を，状態フィードバックゲイン g1, g2を用い

た次式の制御力項に置き換えるものとする． 

 (6) 

Eq.(1)の制御力項を Eq.(6)に置き換えた式について， 前

節と同様にして加速度伝達関数｜X1/X0｜，変位伝達関数

｜(X1- X0)/X0｜を求める． 

 

(7) 

 

(8) 

ここで， 

(9) 

Eqs. (7)と(8)による加速度伝達率と変位伝達率を Figure 6

に示す．図中の赤線は質量比を 0.05，減衰比を 0.10とし

たパッシブ方式の場合，図中の青線は同じ質量比および

減衰比で，Eq.(9)で表されるアクティブ減衰比ζa（=0.20），

アクティブ剛性比 Na（=0.20または 0.00）によりスカイ

フック方式を採用した場合である．また，黒線はµ=0で，

減衰のみをζ=0.30 で付加した場合，緑線はµ=0，ζ=0.30

でスカイフック方式を採用した場合を示している．Figure 

6 より，スカイフック方式では共振周波数近傍の伝達率

は減衰のみをζ=0.30 で付加した場合と同程度以下になっ

ており，質量比が同じ場合には高周波数領域における伝

達率も上昇しないことが確認できる．また，スカイフッ

クダンパーにスカイフックスプリングを加えた場合には，

主に共振周波数以下の低周波数領域において，加速度伝

達率はより小さくなり，λ=0.3～1.0 程度の範囲（本論の

対象モデルでは固有周期 4秒～13秒）までは変位伝達率

も小さくなる．λ<0.3の範囲においては，変位伝達率が大

きくなるが，本研究で対象とする地震波の周波数域から

は大きく外れている．これらの結果から，スカイフック

方式は①の解決方法として期待できる． 

 

４．時刻歴応答における検討 

 
これまでの周波数領域における一連の検討に，時刻歴

応答の観点から考察を加える．Eq.(6)では，制御力は構造

体の絶対速度および絶対変位をフィードバックしている

が，実際の MR 回転慣性ダンパーの可変減衰力の作用方

向は構造体と支持部との相対速度の向きに依存している．

そのため，前述のスカイフック方式を具現化するにあた

っては，絶対速度および絶対変位と，相対速度との位相

差を考慮する必要がある．Figure 7に，構造体の絶対速度

と構造体－支持部間の相対速度の時刻歴波形の例による

スカイフック方式の切替え則を示す．Figure 7に示すよう

に，構造体の絶対速度 x
．

1と構造体－支持部間の相対速度

(x
．

1- x
．

0)とでは，時刻歴のある領域で位相特性が等しくな 

Table 1. Lists of input ground motions 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 8 Acceleration fourier spectra 

 

る場合と，そうでない場合の二つの状態が存在する．よ

って，セミアクティブ制御において，スカイフック方式

を実現させるために，x
．

1と(x
．

1- x
．

0)が同符号の場合のみ，制

御力としてMR回転慣性ダンパーの可変減衰力を作用さ

せる．また，x
．

1と(x
．

1- x
．

0)が異符号となる場合には，セミア

クティブ方式では意図する方向と逆方向に制御力が働い

てしまうため，次善の策としてMR回転慣性ダンパーの可

変減衰力を0とする．以降では，パッシブおよびセミアク

ティブ制御時の地震動に対する応答制御効果を時刻歴応

答解析にて検討する． 

4. 1 対象モデル 

時刻歴応答解析における対象モデルは Figure 3と同様

とし，質量比を 0.00, 0.02, 0.05, 0.10, 0.30, 0.50の 6通り，

減衰比を 0.00, 0.10, 0.30, 0.50の 4通りに変化させた場合

について比較検討を行う．なお，対象モデルの呼称は以

下のように設定する． 

例：µ05 ζ10（質量比 0.05，減衰比 0.10の場合） 

ζ00, ζ10, ζ30, ζ50：減衰比 0.00, 0.10, 0.30, 0.50 

µ00, µ02, µ05, µ10, µ30, µ50： 

   質量比 0.00, 0.02, 0.05, 0.10, 0.30, 0.50 

4. 2 入力地震動 

入力地震動にはパルス性地震動の代表的な観測記録と

して，JMA Kobe 1995 NS, JR Takatori 1995 NS（以下，そ

れぞれ「JMAKobe」，「JRTakatori」と略す）を用いる．建

築基準法の水準を大きく超えるパルス性地震動として，

SPW3125_T3V125N1), UMTA4_B1EW1)
（以下，それぞれ

「SPW」，「UMT」と略す）を用いる．各地震動の継続時

間および最大加速度，最大速度，最大変位を Table 1に示

す．各地震動の加速度フーリエスペクトルを Figure 8に

示す．なお，スペクトル解析の際，ウィンドウ幅 0.2Hz

の Parzenウィンドウによる平滑化処理を行っている． 

4. 3 パッシブ制御による場合 

各入力地震動におけるパッシブ制御時の最大床応答加

速度および最大応答変位を Figure 9に示す．Figure 9は横

軸に質量比，縦軸に最大床応答加速度または最大応答変

位を取り，それぞれの減衰比ごとにプロットしたもので

ある．図より，質量比0.10程度より大きい範囲では，全

体として，質量比が大きくなると，最大応答変位は小さ
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く最大床応答加速度は大きくなる傾向が見てとれる．前

述のように大きな質量比を付加することで，高周波数領

域の加速度伝達率が大きくなってしまうためと考えられ

る．SPWについては，質量比の増大とともに，最大応答

変位のみならず，最大床応答加速度も減少する傾向にあ

るが，これは Figure 8から分かるように，SPWが 1秒以

下の短周期帯成分をほとんど含まないためである． 

次に，最大床応答加速度に着目すると，質量比の増大

とともに最大床応答加速度が増大する傾向があるものの，

SPW以外の地震動では，質量比µ=0.02からµ=0.10の範囲

で極小値を取り，下に凸の特性を示していることが確認

できる．これは前述のように，質量比による特定の周波

数領域での加速度低減効果であり，例えば 3.1 節で示し

たµ00ζ50 とµ05ζ10 との比較において，固有周期 0.2~2.8

秒程度の周期帯では減衰比の小さいµ05ζ10の方が加速度

低減効果は大きいことは既に述べた．時刻歴応答におい

ては，特に JMAKobeおよび JRTakatoriの場合に，µ00ζ50

に比べµ05ζ10の方が50%以上も最大床応答加速度が低減

していることが確認できる．このように，質量比 0.05お

よび減衰比 0.10を取ることにより，特に周期 1～2 秒程

度に大きな振幅を持つようなパルス性地震動に対しては

床応答加速度を効果的に減少させることができると考え

られる．しかしながら，JMAKobeや JRTakatoriでの最大

応答変位に着目すると，µ00ζ50に比べµ05ζ10の方が最大

応答変位は最大 56%増大しており，床応答加速度をより

低減するという観点において，免震効果をより高めてい

るという見方もできるが，本論における検討の範囲では

最大床応答加速度と最大応答変位の両方を同時には抑制

できず，パッシブ制御のみでは限界があることが分かる．

また，UMT の場合においても，最大床応答加速度が最も

小さくなるのはµ02ζ30であるが，さらに減衰を付加して

最大応答変位を小さくしようとしたµ02ζ50 の場合では，

最大床応答加速度がやや上昇してしまうことが分かる． 

4. 4 セミアクティブ制御による場合 

次に，セミアクティブ制御による場合について考察す

る．Figure 9に示したパッシブ制御時において，最大床応

答加速度が最も小さくなる質量比および減衰比の組み合

わせの場合について，各入力地震動に対するセミアクテ

ィブ制御効果を確認する．Figure 10は，パッシブ制御時

およびセミアクティブ制御時の JMAKobe のµ05ζ10，

JRTakatoriのµ10ζ10，SPWのµ50ζ30，UMT のµ02ζ30 そ

れぞれの場合における最大床応答加速度と最大応答変位

を示している．なお，本節におけるセミアクティブ制御

則は 3.2 節において提案したスカイフック方式のうち，

アクティブ剛性比Naを0としたスカイフックダンパー単

独による制御を用いている．  

 Figure 10より，どの地震動においても，セミアクテ

ィブ制御時はパッシブ制御時に比べて，最大床応答加速

度を同程度もしくは小さく抑制しながら，応答変位も低

減できていることが確認できる．Figure 10において検討

に用いた計 4 種類の地震動では，最大床応答加速度は平

均 5%程度，最大応答変位は平均 22%程度低減されており，

本論における検討の範囲内では，提案する慣性質量効果

を取り入れたスカイフック方式によるセミアクティブ制 

   

 

 

 

 

 

 

 

(a) Max. Acceleration and displacement on JMAKobe input 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Max. Acceleration and displacement on JRTakatori input 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) Max. Acceleration and displacement on SPW input 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) Max. Acceleration and displacement on UMT input 

Fig. 9 Max. Acceleration and displacement on passive control 

 

 

 

 

 

(a) Max. floor response acceleration 

 

 

 

 

 

 

(b) Max. displacement 

Fig. 10 The comparison of passive with semi-active 
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御法は，床応答加速度を抑制しながら免震層の応答変位

を低減する有効な制御方法であると言える． 

 

５．結   言 

 

MR 回転慣性ダンパー

6)
による応答制御効果に関して，

固有周期 4 秒の免震建築物モデルを対象として，周波数

領域における伝達関数および地震動に対する時刻歴応答

の観点から検討を行い，慣性質量効果を取り入れたスカ

イフック方式によるセミアクティブ制御方法を提案し，

その効果について論じた．本論により得られた知見は以

下の通りである． 

① 周波数領域における伝達関数から，適切な質量比を

取ることで加速度伝達率および変位伝達率をとも

に小さくできる領域がある． 

② 質量比と減衰比を調整することには一長一短があ

る．質量比を優先して調整する場合には①の領域で

伝達率が小さくなるものの，共振周波数近傍での伝

達率が大きくなる．一方，減衰比を優先して調整す

る場合には周波数近傍での伝達率は小さくなるも

のの，高周波数領域において加速度伝達率が大きく

なる．パッシブ制御による場合はこれらのトレード

オフ関係を，想定する外乱の周波数特性を考慮して，

質量比と減衰比を適切に調整する必要がある． 

③ ②のトレードオフ関係について，慣性質量効果を取

り入れることを前提とした場合，スカイフック方式

を採用することで，高周波数領域における伝達率を

悪化させずに，共振周波数近傍での伝達率を小さく

することができる．セミアクティブ制御により，パ

ッシブ制御では実現できない効果が期待できる． 

④ 時刻歴応答における検討から，入力地震動によらず

全体的な傾向として，質量比が大きくなると最大応

答変位は小さくなるものの，最大床応答加速度は大

きくなる傾向が確認できた．  

⑤ 最大床応答加速度に着目すると，質量比が大きくな

るに従い，最大床応答加速度は大きくなる傾向にあ

るものの，質量比µ=0.02からµ=0.10の範囲で極小

値を取る，下に凸の特性を示す．これは上記①によ

る効果と考えられ，適切な質量比および減衰比を取

ることにより，特に周期 1～2 秒程度に大きな振幅

を持つようなパルス性地震動に対しては床応答加

速度を効果的に減少させることができると考えら

れる． 

⑥ パッシブ制御時において，最大床応答加速度が最も

小さくなる質量比および減衰比の組み合わせの場

合について，各入力地震動に対するセミアクティブ

制御効果を確認した．最大床応答加速度は平均 5%

程度，最大応答変位は平均 22%程度低減されており，

本論における検討の範囲内では，提案した慣性質量

効果を取り入れたスカイフック方式によるセミア

クティブ制御法は，床応答加速度を抑制しながら，

同時に免震層の応答変位を低減するのに有効な制

御方法である． 
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This paper shows a response control efficacy by using rotational inertia mass damper filled with 

magnetorheological fluid. Through a study on transfer function of the frequency domain, authors indicate the 

effective range of decreasing floor response acceleration by designing proper mass ratio. But, on passive 

control, they have the performance tradeoff between mass ratio and damping ratio, and there is a limit to 

decrease both floor response acceleration and response displacement. Then, authors suggest the skyhook-type 

semi-active control method. The suggested method makes it possible to decrease response on sympathetic 

vibration point and not to worsen response in high frequency range. Next, through a study on time history 

response, authors shows the skyhook-type semi-active control is effective to decrease both floor response 

acceleration and response displacement. 
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